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安芸市
井ノ口地区

　　安芸市を潤す用水の大動脈「栃ノ木堰用水路」の整備
　　　　　－　かんがい排水事業　安芸市「井ノ口」地区　－

【受益面積】３６５ｈａ
【事業工期】平成３年度～平成１１年度
【総事業費】７８７，０００千円
【事業内容】用排水路：４，８４７ｍ

　栃ノ木堰用水路は井ノ口地区の幹線用水路ですが、大正時代に開削されたもので老朽化が著しく漏水が多いた
め慢性的な用水不足を引き起こしていました。また、水路の随所にあった取水用固定堰のため豪雨時には越水に
よる冠水被害を招いていました。
　このため、水路を三面張りに改修し、固定堰を可動堰とする本事業が計画されました。
　改良後は、安定的な用水が確保されるとともに冠水被害の心配もなくなったことで、農家が安心して施設園芸
や露地園芸に取り組める状況が整っています。また、これまで草刈りや泥浚え等に要していた多大な維持管理労
力が軽減されています。

「井ノ口」地区の水路整備で、安芸市の農業は発展し続けます

施工後

施工前

受　益

用水路

凡例

栃ノ木堰

この地図は、国土地理院長の承認を得て同院発行の数値地図25000
（地図画像）を複製したものである。（承認番号 平19総複第714号）
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○　整備後は用水が安定供給され冠水被害の心配もなくなって施設野菜、露地野菜の作付けが増加しています。

事業実施前

127ha

85ha

77ha

3ha
5ha

10ha
事業実施後（平成１６年：農業振興センタ－調べ）

53ha

66ha

18ha

160ha

6ha
3ha

6ha

5ha

水稲

葉たばこ＋水稲

ナス

ピーマン

シシトウ

ミョウガ

花卉

露地オクラ

　施設ナスは減少したものの、新たに施設ミョウガ、施設花卉の栽培が行われ、施設園芸全体では85ha→86ha に増
加しています。また、葉たばこの減少は著しいものの露地オクラは10ha→18ha に増加しています。

○　生産物の品質が向上し、農業産出額が増加しています。

○　栃ノ木堰用水路は地域に親しまれて流れ続けます。

　本用水路は、農業用水としてのみでなく、
地域用水や防火用水の役割も果たしていま
す。
　整備にあたっては、地域住民との協議に
よって、水路の一部を生態系に配慮した構
造としたり、景観に配慮した工法を採用して
おり、地域住民の親しみを醸成しながら流れ
続けています。

2,802戸

5,244戸

5,171戸

2,731戸

2,623戸

2,498戸

10戸
23戸

42戸

44戸

77戸

76戸

0%

20%

40%

60%

80%

100%

高知県全体 井ノ口地区

販売規模別農家数

1000万円以上

500～1000

200～500

50～200

50万円未満

販売なし

2005年 農林業センサス
井ノ口地区＝（安芸市井口村、土居村）

　施設ナス、施設ピーマンの反収
が増え、販売単価が向上したこと
もあり、農業産出額が増加してい
ます。
　販売規模別農家数では、農産物
の販売金額500万円以上の農家
が地区の56％を占めています。ま
た1000万円以上の農家は28％
で、収益性の高い施設園芸が地
域に定着しています。
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経営体育成基盤整備事業受益地

受益（排特）

受益（経営体）

排水機場

凡　　例

　　　湛水被害防止と用水の安定供給により発展を続ける！　 須崎市「池ノ内」地区

－　水田営農活性化排水対策特別事業　－     　　　　－　経営体育成基盤整備事業　－
【受益面積】２５ｈａ　　　　　　　　　　　　　　　　【受益面積】４８ｈａ
【事業工期】平成７年度～平成１２年度　　　　　　　　【事業工期】平成５年度～平成１５年度
【総事業費】８０６，０００千円　　　　　　　　　　　【総事業費】１，６３９，６００千円
【事業内容】排水機場：１ヶ所（φ1,000×２台）　　　 【事業内容】排水路：１，９７９ｍ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　        　用水路：１２，１２６ｍ（ﾊﾟｲﾌﾟﾗｲﾝ）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ファームポンド：１ヶ所（1,600ｔ）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　農道工：５４２ｍ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　区画整理：４．９ｈａ

須崎市
池ノ内地区

　池ノ内地区は、須崎市の市街地に隣接する水田地帯で、水稲作のほか古くから、きゅうり、ししとう、ピーマン等のハウス栽
培が盛んに行われてきました。　しかしながら、外潮位が上昇すると自然排水ができない地形的条件に加え、既設排水ポン
プの能力が不足していたために、台風等の豪雨時には度々甚大な湛水被害が生じていました。　このため、排水対策特別
事業による排水ポンプの増設と、経営体育成基盤整備事業による排水路網の整備を一体的に計画しました。
　また、本地区では近年、塩水化や用水の水質悪化により、ハウス園芸用水の確保が課題となっていました。　このため、経
営体育成基盤整備事業では、新たな取水源（地下水）の確保やパイプライン網の整備等も併せて計画しました。
　事業完了後、湛水被害が抑制され、効率的な水利用が可能となった農地では、安心して施設園芸に取り組むことが可能と
なり、地域の農業振興が図られています。

「池ノ内」地区の農業振興には、２つの農業農村整備事業が大きな役割を果たしています

排水機場

排特受益

池ノ内 排水機場

排水対策特別事業受益地

（県道下暗渠）

この地図は、国土地理院長の
承認を得て、同院発行の数値
地図25000（地図画像）を複製
したものである。
（承認番号 平19総複第714号）
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○　湛水被害が防止され、施設園芸に取り組む環境が整っています。

○　施設園芸に適した良質な用水が確保されました。

　本地区では、近年、塩水化や用水の水質悪化により、ハウス園芸用水の確保が課題となっていました。
このため、新たな地下水の取水源を確保するとともに、ファームポンドを新設しパイプライン網を整備して効率的
な水利用を可能としました。

○　湛水被害が抑制され用水不足が解消された地区内では、施設野菜等の有利作物の作付けが増えています。

・水稲以外の畑作利用が約１．５倍に増加しています。
　　（実施前：9.6ha→実施後：14.0ｈａ）

・本県が全国の７割近くを占める優良品目であるミョウガは、
　須崎市で県内の約半分を生産していますが、本地区は
　須崎市でも主要産地の１つとなっています。
　　（実施前：1.9ha→実施後：10.7ｈａ）

・畑ネギは、事業導入後、2.5ｈａ新規作付けされています。

ミョウガ

畑ネギ等

水稲

ｷｭｳﾘ

シシトウ

花

ピーマン

オクラ

未耕作地

事業実施前 事業実施後　(平成１８年農業振興センター調べ）

1.9ha

15.4ha

2.9ha

2.5ha

10.7ha

1.0ha
1.3ha

2.5ha

2.6ha

5.8ha

0.4ha
0.9ha

1.8ha 0.2ha

　本地区の排水は、地区内排水路を通じて排水機場の
ある「糺池（ただすいけ）」に集められ、排水ポンプと自然
排水ゲートによって、県道下に設けられた暗渠を通り、
外海に排水されています。
　台風等の洪水時には、外潮位の上昇や、排水暗渠が
長く（約１ｋｍ）また水路勾配が小さいことから、自然排水
が不可能となりポンプ排水に頼らざるを得ない状況でし
たが、既設ポンプの能力が不足していたため度々甚大
な湛水被害が生じていました。
　事業実施前は、平均すると２年に１回湛水被害が発生
していましたが、本事業完了後は、H19年現在まで湛水
被害を抑えることができています。

事業導入前の湛水被害状況（平成５年）

事業導入前の湛水被害状況（平成５年）事業導入前の湛水被害状況（平成５年）

みょうが
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　　　農地の汎用化と担い手の育成を目指して！
　　　－　担い手育成基盤整備事業　土佐市「出間沖」地区　－

【受益面積】８１．５ha
【事業工期】平成８年度～平成１３年度
【総事業費】１，５１８百万円
【事業内容】区画整理：Ａ＝８１．５ｈａ

　出間沖地区は、１級河川仁淀川の１支「波介川」の右岸に開けた平地農業地帯ですが、狭小不整形なうえに地下
水位が高い湿田であったがために、営農作物が水稲やい草などに限られ、農作業にも多大の労力を要していまし
た。
　このため本事業により、客土による農地の乾田化と、50a区画を標準とした区画整理、用水路のパイプライン化を
計画し、高度利用可能な汎用農地化を目指しました。　併せて、担い手農家や生産組織に農地を集積し、持続可能
な担い手農家の育成を行うこととしました。
　整備後の乾田化されたほ場では、収益性の高い青ネギやブロッコリーの作付が拡大しています。また、担い手へ
の農地集積が進み、認定農業者が増加しています。

「出間沖」地区のほ場整備により、農地の汎用化と担い手農家の経営規模拡大が進んでいます。

土佐市
出間沖地区

施工前（昭和50年撮影）

施工後（平成16年撮影)

整備された大区画ほ場での田植え風景

国土画像情報（カラー空中写真）　国土交通省
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○　７戸の担い手農家と１生産組織へ、農地の利用集積が行われ経営規模が拡大しています。
　　 また、地区内の認定農業者は１６名に増加しています。

担い手への農地集積状況　（H13事業完了時点）

○　基盤整備により水田の汎用化され、多様な農作物の生産が可能となっています。

○　都市住民との交流など地域活性化の活動も行われています。

整備前

59.1ha

23.0ha

1.0ha1.3ha

3.1ha

整備後

47.3ha

4.5ha

7.2ha

1.1ha

2.0ha

14.5ha

2.7ha 1.3ha
1.4ha

水稲

酒米

い草

生姜

シシトウ

青ネギ

大根

ブロッコリー（裏作）

青ネギ（裏作）

地区内の作付け状況　（　平成７年　⇒　平成１７年　）

農業振興センター調べ

着手前 完了時 増加率

所 有 権 7.4ha 8.0ha 8.1%
利 用 権 2.1ha 15.5ha 638.1%
作業受託 － 5.2ha 皆増 

計 9.5ha 28.7ha 202.1%
11.7% 35.2%担い手利用集積率

「出間沖の花・花フェスタ」
H17から毎年10月下旬に開催し
「季節はずれのひまわり」として
都市住民に好評です。H19は地
区内2.7haの水田で80万本が花
を咲かせました。

約１ヶ月の開催期間に例年１千人が訪れていましたが、H19は「持ち帰り自由」と新聞で紹介されたこともあって４日間だけで４千人以上が来場しました。
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　　     １集落１農場方式で取り組む集落営農
　　　    －　経営体育成基盤整備事業 四万十町「影野」地区　－

【受益面積】１００ha
【事業工期】平成９年度～平成１５年度
【総事業費】１，８７６百万円
【事業内容】区画整理：Ａ＝１００ｈａ
　　　　　　集落道路：Ｌ＝２,４５１ｍ　　集落排水路：Ｌ＝１９６ｍ

四万十町
影野地区

　影野地区は、四万十川の支流沿いに開けた水田地帯で、周囲を山に囲まれた山間農業地帯です。水稲を中心にし
て、園芸作物や畜産を組み合わせた複合経営が行われていましたが、１戸当たり経営規模は0.86haと小さく、過疎
化・高齢化に伴う担い手不足により、「このままでは農地を守れなくなる」という危機感を感じていました。
　このため本事業を導入して、賃貸借や作業受委託の行いやすい基盤条件を整えるとともに、担い手の育成確保、
担い手への農地集積に取り組むこととしました。
　取り組みの結果、影野集落では、集落での話し合いにより「一集落一農場方式」で集落営農を行うことになり、
『ビレッジ影野』が平成13年に設立されました。　またその他の地域でも、地域毎に設定した担い手に多くの農地
が集積され、経営規模の拡大により安定した農業経営が行われています。

「影野」地区のほ場整備完了農地では、集落営農の取り組みが進んでいます。

『ビレッジ影野』に
よる集落営農区域 施工後（H13撮影)

施工前（S50撮影)

施工前後（床鍋工区）

国土画像情報（カラー空中写真）国土交通省

国道

受益地

凡　例
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「ビレッジ影野」による水稲の収穫状況

○　基盤整備され、担い手等に集積された農地では、「おいしい米」としてブランド化に成功した仁井田米や、四万十町が
　　 県内シェア１位の生姜・大豆などが栽培されています。また、それらの作物を使用した加工品の製造・販売も好評です。

機械化された大豆の収穫状況

生姜パンもあります

○　影野集落では、24戸の農家が参加した『ビレッジ影野』により、
　　　「１集落１農場方式」の集落営農に取り組んでいます。

ビレッジ影野

転作作物として導入された大豆

総会
構成員全員 監事

営農生産部
・出荷販売の計画
・生産資材の調達
・栽培計画
・栽培管理
・事業運営管理

・施設管理
・農機具の管理運営
・事業運営

総務部
・総会、役員会、運営委員会
・事業計画、事業報告
・経理、資金運用
・税務、労災、福利
・関係機関との調整

事務局長
機械作業部
・機械作業の実施
・作業計画の策定

組合長
副組合長

役員会
運営委員会

[ビレッジ影野の組織図]

1.4ha

10.7ha

0.0ha

5.0ha

10.0ha

15.0ha

事業実施前 事業実施後

ビレッジ影野経営面積

※）事業実施前の経営面積は、ビレッジ影野
　　のオペレーター２名が経営していた面積

12.0ha

23.8ha

0.0ha

10.0ha

20.0ha

30.0ha

事業実施前 事業実施後

個別担い手経営面積

○　その他の集落でも、9戸の担い手農家へ農地集積
　　　が進み、効率的な営農が行われています。

生姜の収穫状況

生　姜

大豆加工品（豆腐）

米粉パン

実施前(H8)

11.0ha

28.9ha

72.7ha

実施後(H17) ： 農業振興センター調べ

5.2ha

15.5ha

61.4ha14.5ha
水稲
生姜
大豆
その他
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　　　日本一の施設園芸団地を目指したほ場整備
　　　－　経営体育成基盤整備事業　須崎市「中氏」地区　－

【受益面積】４０ｈａ
【事業工期】平成９年度～平成１５年度
【総事業費】１，５５５，０００千円
【事業内容】区画整理：４０ｈａ　用排水路：７５２ｍ

　中氏地区では古くからハウス園芸が行なわれていましたが、区画形状がバラバラで道路も狭く、また豪雨時
には冠水被害が出るなど、劣悪な作業条件に悩んでいました。
　そのため、抜本的な解決策として本事業が導入されました。ハウス園芸に適した(50m×60m)を標準区画と
し、用水をパイプライン化、5ｍ幅の道路網はハウスへの防塵を考慮してアスファルト舗装としています。
また、他事業の残土を受け入れるなど約30万m3の客土嵩上げを行い低湿地が優良農地に変貌しています。
　整備後は、大型ハウスが立ち並び効率的な施設園芸農業が行なわれています。
　また、整備後に設立された水稲生産組合では、地区の大半の水稲作業を受託しており、理想的な分業体制が
整っています。

「中氏」地区のほ場整備は、地域農業の飛躍的発展に大きく寄与しています

施工前

施工後

幅員５ｍの舗装道路

大型ハウス

全面ライニング水路

大型ハウス

須崎市
中氏地区
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Ｈ16　水稲３作業受委託
全農家の７７％
全面積の７３％

委託なし

２７％

３作業

２２％

２作業

３１％

１作業

２０％

145

119

205

194
319

103
大方町

中土佐町

芸西村 安芸市

安田町

みょうが出荷量　（平成１５年度）

高知県全体　４，３２０ｔ
須崎市のシェア　５１％
（出荷量１００ｔ以上市町村・「高知県の農畜産物」）

2,200

須崎市

526

窪川町

宿毛市

　基盤整備後のハウスでは、ミョウガ等の野菜、ク
ジャクアスター等の花卉が作付けされています。
　なかでも、基盤整備後に導入されたミョウガは、作
付の柱となって農業所得が大きく向上しています。

※）みょうがは、高知県が全国の７割近くを占める優
良品目ですが、その５１％が須崎市で生産されてい
ます。

認定農業者　３人

認定農業者　 ４１人

「中氏」地区では、水稲生産組合が設立され、分業化が進んでいます

　基盤整備に着手した後、本地区には水稲生産組合が設立され
ました。
　地区内で、施設園芸と水稲の複合経営をしていた農家の多く
は、水稲部門を同組合に作業委託することにより、施設園芸に
専念し、効率的な農業経営ができるようになりました。
　同組合は、地区内の水稲作付けの７３％（面積）で、何らかの
作業を受託しています。

○　基盤整備により、ハウス面積が約１．５倍に増加し、認定農業者が３人から４１人に急増しています。
　 　また、農産物販売額も約１．５倍に増加しています。　併せて、地域雇用が創出されています。

　　　平成９園芸年度
　　販売額　６億３千万円
きゅうり　775t　322百万円
ししとう　214t　312百万円

　　　平成１６園芸年度
　　販売額　９億４千万円
みょうが 455t　 707百万円
きゅうり 196t　  69百万円
ししとう  35t　  42百万円
花卉類　 156万本 83百万円

H9 ： 10.5ha

整備後
約１．５倍 H16 ： 15.4ha

雇用労働者：１１７人
（周年：24人、臨時：93人）

注）収量　及び販売額
　現地調査による品目別作付面積を基に、農産物統計
　による須崎市の平均単収、及び、ＪＡ土佐くろしお須崎
　支所の平均単価によって算出した推定額

水稲３作業とは、「代かき」「田植え」「稲刈り」のことです
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　　　大正８年から続く施設園芸産地のさらなる発展
　      －　経営体育成基盤整備事業 四万十町「興津」地区　－

【受益面積】５０．５ｈａ
【事業工期】平成７年度～平成１５年度
【総事業費】１，０５２，０００千円
【事業内容】区画整理：23.4ha　排水路：1,733ｍ　農道：1,825ｍ

(撮影H11)

神子ケ谷工区
A=2.7ha

松尾地工区
A=2.7ha

森の前工区
A=4.6ha

元地工区
A=6.8ha

沖の下工区
A=1.3ha

整理工区
A=5.3ha

ＪＡ集出荷場

農道
L=1,825m

【大正８年に施設園芸を開始した地域】
大正８年に油障子による花丸（キュウリ）栽培を始めた。
花丸１本が１０銭の高価格で販売できた。（当時、米１升＝２０銭）
油障子１枚当たり７円の売り上げという一躍大成果をあげ、今日の
園芸産地の基礎を築いた。

県道興津窪川線

凡　　　　例

区画整理

排 水 路

農　　道

興　津
人口：１,１９２人
世帯数：５８９戸

浦分 小室

郷分

新しいＪＡ集出荷場

排水路
L=1,733m

　大正８年に初めて施設園芸に取り組んだ「興津」地区は、施設園芸の先進地であり続けていましたが、古い
ハウス団地故に排水条件が整備されていないなどの問題を抱えていました。また新たなハウス団地造成のため
にもほ場整備が求められていました。
　本事業で実施したほ場整備のうち、ハウス団地を前提として整備された「森の前」工区では、導入される大
型ハウスの具体的な大きさに合せた区画形状でほ場整備を行っています。
　整備後は地域の農産物販売額が倍増しており、基盤整備は本地区の発展に大きく寄与しています。

古くから施設園芸に取り組む「興津」地区は、基盤整備で今後も発展し続けます

四万十町
興津地区
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「森の前」工区

「整理」工区

「森の前」工区

「元地」工区

「整理」工区

　施設ハウスの面積は
　事業着手前より
　4.5ha　増えています

　H2：15.7ha→H17：20.1ha
　　（農林業センサス　旧興津村）

販売規模別農家数　（農林業センサス：旧興津村）

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

1990年(H2) 1995年(H7) 2000年(H12) 2005年(H17)

2000万円以上

1000～2000万円

1000～1500万円

700～1000万円

500～700万円

200～500万円

50～200万円

50万円未満

５１４ｔ １,０６７ｔ

　　平成５園芸年度
 販売額　７億７千３百万円
　　ピーマン　719百万円
　　みょうが　　50百万円
　　その他　　　 4百万円

　　平成１５園芸年度
 販売額　１４億３千２百万円

　　みょうが　934百万円
　　ピーマン　478百万円
　　その他　　 20百万円

1.85倍

　平成１７年度のセンサスデータ
によると

・１千万円以上の販売農家
　　　３５戸、販売農家の４８％
・２千万円以上の販売農家
　　　１２戸、販売農家の１６％

余暇利用
・釣り・ﾊﾟﾗｸﾞ
ﾗｲﾀﾞｰ・ｺﾞﾙ
ﾌ・ﾂｰﾘﾝｸﾞ・
社交ﾀﾞﾝｽ・ﾖ
ｶﾞ・生花・書
道・ﾊﾟｯﾁﾜｰ
ｸ等

ＪＡ集出荷場

３９人
周年：１０人
季節：４人
パート：２５人

８７人
周年：１２名
季節：１５人
パート：６０人

施設園芸ハウス

ノー残業

地域非農家や近隣２つの漁業集落からの労働力

　ハウス面積が増え新しい集出荷場も建設されて、地域に雇用の場
が増えています。　「興津地区のゆとりある農業を考える会」が設立さ
れ、雇用によってゆとりを生み出し、楽しい農業への取り組みが行な
われています。

「元地」工区

○　地区の農産物販売額が増加しています。

○　基盤整備により、ハウス面積が増加しています。

○　販売規模の大きな農家が増えています。

労働力
働く場

系統出荷

○　地域の雇用も創出されました。

　事業着手前の平成５年度と完了
後の平成１５年度を比較すると、地
区の農産物販売額は１．８５倍に増
加しています。

Ｃ　園芸こうち販売促進事業
　　実行委員会・やなせたかし
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「甲殿」ふるさと農道

主要県道高知・春野線

町道

主要県道春野・赤岡線

県道高知南環状線

国道５６号線

Ｎ

町道

「増井」一般農道

南ヶ丘ﾆｭｰﾀｳﾝ

②

②

③

④

至
高知園芸連
園芸流通センター

至
高知インターチェンジ
　（郷ノ瀬交差点経由）

凡　例

県営ほ場整備

非公共ほ場整備

春野総合
運動公園

グリーンはるの

【県営ほ場整備事業】
地区名 工期 区画整理面積

①春野中央 S55～H6 111ha
②春野東部 H1 ～H9 65ha
③西畑 H4 ～H10 25ha
④西諸木 H8 ～H13 19ha

①

①

この地図は、国土地理院長の承認を得て同院発行の数値地図25000
（地図画像）を複製したものである。（承認番号 平19総複第714号）

　旧春野町は、古くから水稲や施設野菜の栽培が盛んな穀倉地帯ですが、高知市中心部に至る輸送ルートは東
西へ大きく迂回し、またほ場内の農道も未整備な状況でした。
　このため、旧春野町の田園地帯を縦断し高知市中心部に最短ルートで至る広域農道が計画されました。
　旧春野町におけるほ場整備は、以前は小規模な単位で行なわれていましたが、本農道が完成するにしたがい
４件の県営事業が導入されて、農業生産性は飛躍的に向上しています。
　これら旧春野町内の優良農地で生産された農作物は、本農道沿いの集出荷場「グリーンはるの」に本農道を
通じて集められ、全国に向けて出荷されています。

春野広域農道

「春野」広域農道は高知市春野町の農業振興に大きな役割を果たしています。

高知市春野町
春野地区

　　　　　旧春野町と高知市街地を結ぶ大動脈
　　 －　広域営農団地農道整備事業　高知市「春野」地区　－

【受 益 面 積】　１，６９６ha　（田１，２５３ha、畑４４３ha）
【事 業 工 期】　昭和４３年度～昭和５８年度
【総 事 業 費】　３，４８６百万円
【事 業 内 容】　農　道：Ｌ＝１０，１３６ｍ　　全幅員：Ｗ＝７．０ｍ
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　春野町内の農協が平成３年に
合併して「ＪＡ高知春野」が誕
生しました。
　広域農道沿いに平成５年に新
設された集出荷施設「グリーン
はるの」には、系統出荷される
全ての農産物が広域農道を通っ
て集まり、全国に向けて発送さ
れています。

「グリーンはるの」の隣には、直販所「春の
里」が併設されています。
　登録農家２３６戸から持ち寄られた農産物
や加工品が販売され、平成１８年度の売上高
は２８２百万円となっています。

その他の地域貢献

①本広域農道は、昭和５４年に完成した野球場がある「春野総合運動公園」
　への高知市からのメインアクセス道路となっています。

②本農道沿いで宅地開発が行われ「高知南ニュータウン」が平成７年に分譲
　を開始しました。現在、２８百人余りが生活し、高知市への通勤・通学に
　本農道を利用しています。

③高知市へ入った本農道沿いに、昭和６２年「土佐塾中高等学校」が開校し、
　現在、１２百人余りの生徒達が、本農道を利用して通学しています。

【なすの栽培状況】【メロンの栽培状況】

【春野総合運動公園】

【高知南ニュータウン】 【土佐塾中高等学校】

ＪＡ女性部が地元果物を使用して開発し
た「はるちゃんアイス」が好評です。

○　春野町のほ場整備された優良農地では施設園芸が盛んです。

春野町では、作付面積で県内１位のキュウリ、２位のメロン、４位のナス
など、施設園芸が盛んに行なわれています。

○　春野町の農産物は広域農道を通って
　　集められます。

Ｃ　園芸こうち販売促進事業実行委員会・やなせたかし

品　目 取扱量
きゅうり 9,159 t 
なす 1,351 t 
トマト 998 t 
生姜 630 t 
米 340 t 
ピーマン 238 t 
オクラ 79 t 
シシトウ 46 t 
メロン 114 千ｹｰｽ 
花卉類 2,555 千本 

「グリーンはるの」
　平成18年度取扱量

ﾒﾛﾝ1ｹｰｽ = 7～10Kg程度

【きゅうりの栽培状況】
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香南市
山北地区
山北南部地区

整備前は、幹線の幅員でさえ2.4ｍと狭く、
テーラーや軽四で輸送をしていました。す
れ違いが特に困難でした。

整備後の農道網は、4.0～4.5ｍに拡
幅され、2ｔトラックや軽四での輸送に
変わり、すれ違いも容易になりまし
た。
また、生産資材の搬入が容易になっ
たことで、ハウスみかんの栽培も増
えています。

整備前（Ｓ５３）

整備後（Ｈ11）

　　　　「山北みかん」を支える樹園地農道網整備
　－　一般農道整備（樹園地農道網）　香南市｢山北｣、｢山北南部｣地区　－

【受 益 面 積】 ２２５ha　（樹園地１７５ｈa、水田３８ha、普通畑１２ha）
【事 業 工 期】 昭和５３年度～平成３年度
【総 事 業 費】 ８９１百万円
【事 業 内 容】 農道：６，９５６ｍ　全幅員：４．０～４．５ｍ
　　（※「山北」「山北２期」「山北南部」「山北南部２期」の４地区合計を記載）

 市　　　道

 山北地区

 山北南部地区

 県　　　道

凡    例

　計画路線

ＪＡ共選場

　香南市香我美町の山北地区は、古くから傾斜地を利用した温州みかんの栽培が盛んな地域でしたが、樹園地
内の農道幅員が狭く、果樹や生産資材の搬入搬出に支障を来たしていました。
　このため、樹園地内の幹線道路を拡幅する合理的な農道網を形成する｢山北｣及び｢山北南部｣地区の一般農道
整備事業が計画されました。
　本農道網の整備に伴って農産物等等の輸送が効率化や生産性の向上が図られ、みかんの栽培面積は飛躍的に
増加しました。その後平成３年の「輸入オレンジの自由化」で一次激減しましたが、近年は『山北みかん』の
ブランド化により再び栽培面積が増加しています。地域で生産されるみかんは、全て本農道を通じて地区内の
ＪＡ共選場に集められ、全国に向けて出荷されています。

一般農道で整備した約７kmの樹園地農道網が『山北みかん』を支えています。

整　備　後

整　備　前

ＪＡ共選場
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栽培面積

一戸当りの栽
培面積

　毎年１１月には、起伏に富んだ
樹園地の農道を利用したマラソ
ン大会が開催され、地域の交流
の場となっています。

　参加賞は「山北みかん食べ放
題」です。
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高知県

旧香我美町

同割合

　山北地区で栽培されるみかんは、全て地区内に
ある「ＪＡ共選場」に本農道網を通じて集められ、全
国に向けて出荷されています。
ＪＡ土佐香美みかん共選場のH18取扱量＝3,380ｔ

JA土佐香美
みかん共選場

ｈａ
ｈａ/戸

樹園地農道網による地域振興
「山北みかん健康マラソン大会」

【樹園地内の農道】

ハウスみかん

H3 輸入オレンジ自由化

単位：ha、戸　

栽培面積 農家数
一戸当りの
栽培面積

S60 16       91       156       0.58

H2 19       154       287       0.54

H7 27       65       102       0.64

H12 23       72       98       0.73

H17 23       88       96       0.92

みかん栽培
ハウス面積

「山北みかん」ブランド

みかん栽培面積　（農林業センサス：旧山北村）

単位：ｈａ　

同割合

S53（１期開始） 2,130   340   16.0%

S61（１期完了） 1,020   326   32.0%

H8 540   239   44.3%

H16 407   205   50.4%

旧香我美町高知県

　本県の温州みかんの栽培面積は減少の一途をたどっています
が、そのなかで山北地区は農道網の整備に伴って栽培面積が増加
していました。
　その後、平成３年の輸入オレンジの自由化で激減していましたが、
近年は「山北みかん」のブランド化により再び増加しています。
　またハウス面積も、県全体では減少しているなか、山北地区では
この５年間で現状を維持しています。

○　山北みかんは本農道網で集められます。

○　山北みかんの栽培面積は近年増加しています。
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整備後の農免農道

　安芸市穴内～赤野地域は、古くから温暖な気候を利用したハウス園芸が盛んに行われてきた地区ですが、海
岸段丘の山沿いでは、道路整備の遅れからハウス園芸の導入が進んでいませんでした。また、一部で行われて
いたハウス園芸も非常に作業効率の悪い農業経営を強いられていました。
　このため、海岸段丘の山沿いを東西に結ぶ幹線農道として、｢赤野｣及び｢穴内・赤野｣地区農免農道が計画さ
れました。
　本農道は現在も施工中ですが、農道整備により農産物や営農資材の搬入搬出が容易になることから、農道が
整備されるにつれて各地でハウス団地が造成されており、望ましい農業構造の変化をもたらしています。

穴内～赤野の農免農道は、安芸市の施設園芸振興に大きく貢献しています

安芸市
赤野地区
穴内・赤野地区

　　　　ハウス団地の造成と共に延伸する農道整備
　　　　－　農免農道整備　安芸市「赤野」「穴内・赤野」地区　－

 【受 益 面 積】 ３１６ha　（水田２１１ha、普通畑４７ha、樹園地５８ｈa）
 【事 業 工 期】 昭和６１年度～平成２３年度
 【総 事 業 費】 ３，２３１百万円
 【事 業 内 容】 農道：５，６００ｍ　全幅員：５．０ｍ
　　　（※「穴内・赤野」「穴内・赤野２期」「赤野」「赤野２期」の４地区合計を記載）

「赤野」農免農道
工事中（H23供用開始予定）

国道５５号

②

「穴内・赤野」農免農道
③

①

昭和59年撮影

施工前の地区への進入路

JA土佐あき穴内集出荷場JA土佐あき赤野集出荷場

③六丁新田地区①天ノ平地区

②八流地区

○　山沿いの農地へのアクセスが
　　改善されています。
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　本地域では海岸段丘地形を利用した施設園芸が
盛んで、施設ナスを中心とした営農を行っています。
  近年は、施設ユリも拡大しています。

③六丁新田地区

ナスの生産量（平成１７年度）

熊本
8.2%

福岡
7.3%

群馬
6.2%

高知
9.9%

千葉
3.4%

栃木
4.7%

愛知
4.8%

その他
55.5%

高知県内のナスの生産量（平成１７年度）

安田町
9.5% 芸西村

14.4%

その他
33.7% 安芸市

42.5%

①天ノ平地区

【ゆりの栽培状況】

②八流地区

【地区の営農状況】

【ナスの生産量】

なすの生産量は、高知県がシェア９．９％で全国一位です。

なかでも、安芸市は県内シェアの４２．５％を占めています

平成１７年度の安芸市のナス生産量は16,600ｔです。

○　農道整備が進むにつれてハウス団地が造成されています。

ha ha

ha ha

ha ha

うちﾊｳｽ面積実施年度

2.0

7.3

1.4

 Ｈ５～Ｈ７

 Ｈ９～Ｈ１８

 Ｈ３～Ｈ５

5.7

番号 地区名

6.2

24.7

整備面積

県営土地改良総合整備事業

地区再編農業構造改善事業

高生産性土地基盤整備事業

事業名

③ 六丁新田

① 天　ノ　平

② 八　　　流

【なすの栽培状況】

※）ハウス面積：H19年9月 安芸農業振興センター調べ

Ｃ　園芸こうち販売促進事業実行委員会・やなせたかし
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対象：旧富山村12集落

　三ツ又、常六、大屋敷、口片魚、奥片魚、

　住次郎、大用、小西ノ川、大西ノ川、上古尾、
　下古尾、竹屋敷

四万十市
富山地区

中山間地域における基盤整備と住民参加による地域づくり
　　　－　県営中山間地域総合整備事業　四万十市「富山」地区　－

【受益面積】６２ｈａ
【事業工期】平成８年度～平成１４年度
【総事業費】１，７６９，０００千円
【事業内容】（１）農業生産基盤整備　　　（２）農村生活環境整備
　　　　　　　　　・区画整理　：32ha　　　　　・農業集落道　：0.3km
　　　　　　　　　・用排水路　：2.2km 　　　　・営農飲雑用水：66戸
　　　　　　　　　・農　　道　：1.1km 　　　　・活性化施設　：2ヵ所
　　　　　　　　　・農用地開発：1ha

　富山地区は、旧中村市北東部に位置し、四万十川支流沿いに点在する12集落からなる林野率95%の典型的な中
山間地域で、過疎高齢化、担い手の減少、耕作放棄地の増大などに危機感を抱いていた地域です。
　本地区では、事業構想段階から完成に至るまで、「基盤整備」後の営農や「活性化施設整備」後の活用計画等
について、地域住民が主体となった話し合いを行いながら事業に取り組んできました。
　その結果、事業完了後は、高齢者や女性が参加できる有利品目の作付拡大や、耕作放棄地の受け手となる農作
業受託組織が設立され、また農産物の加工販売にも取り組んできており、農業を中心とした地域の活性化が実現
しています。

中山間地域総合整備事業「富山」地区では、ハードとソフトに一体的に取り組んだ結果、
地域の活性化が図られました

ほ場整備完了後 ほ場整備完了後 ほ場整備完了後

集落道路完了後

地区内の棚田風景
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○　専業農家が増え、営農は稲作から野菜にシフトしています。

世帯数 人口
着手前（H7） 435戸 1,245人
完了後（H17） 397戸 1,016人
増減率 91% 82%

（うち65歳以上＝415人、41%）

○　基盤整備を契機として、農業機械銀行が設立されるなど耕作放棄を抑える取り組みが進んでいます。

○　有利品目の導入と産地化が進んでいます。

○　地場産品の加工販売を通じて、地域の活動が活性化しています。

稲作 露地野菜 施設野菜 果樹
着手前（H7） 99戸 1戸 12戸 12戸
完了後（H17） 39戸 10戸 16戸 12戸
増減率 39% 1000% 133% 100%

・　着手前（H7）と完了後（H17）を、農林業センサスデータにより比較すると、販売農家戸数は75%に減少していますが、
　　専業農家は約1.5倍に増加しています。
・　また、営農は稲作から野菜に大きくシフトしています。

着手前（H7） 22戸 ( 14% ) 26戸 ( 16% ) 111戸 ( 70% ) 159戸 ( 100% )
完了後（H17） 34戸 ( 29% ) 9戸 ( 8% ) 76戸 ( 64% ) 119戸 ( 100% )
増減率

計

75%

専業農家 第一種兼業 第二種兼業

155% 35% 68%

人口の推移

農家戸数の推移（販売農家）：農林業センサス

農産物販売金額１位の部門別農家数の推移（上位４部門販売農家）：農林業センサス

作業名 受託量 作業名 受託量
耕起 186a 収穫 516a
荒しろ 306a 乾燥 464袋
代掻き 306a 脱穀 ー

田植え 448a 籾すり 103袋

・　富山地区農業機械銀行『田助（たすけ）』　が、平成10年に設立
　　され、地区全域を対象に活動しています。

・　その他の活動グループ
　　「片魚農機具共同利用組合」　「古尾エコグループ」
　　「常六保全管理グループ」　「三ツ又営農組合」

『田助』：平成18年作業実績

農家数 ハウス面積
着手前（H7） 17戸 1.7ha
完了後（H17） 24戸 2.7ha
増減率 141% 159%

・　農家所得の向上を目指して、シシトウのハウス栽培が拡大しています。
・　高齢者や女性が参加できる作物として、露地シシトウも拡大しています。
・　さらに、加工につながるコンニャクや柚子の栽培も拡大しています。

基盤整備後に新設されたハウス ハウスによるシシトウ栽培

コンニャク栽培

（加工販売）
・　『三ツ又柚子婦人グループ』　⇒　「支えあうくらしと農を育む婦人グループ」H10農林水産大臣賞を受賞
・　『片魚コンニャクグループ』、『常六コンニャクグループ』
・　『片魚いなき米生産協議会』・・・市内向けの米販売
（交流活動）
・　三ツ又集落「ぎんなん祭り」：H8より
・　片魚集落「片魚ふるさと祭り」：H9より
・　友好都市（枚方市）の物産品フェア：毎年参加

いなき米

コンニャク加工施設
三ツ又柚子婦人グループ 柚子加工品
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　西畑地区は１級河川仁淀川の左岸に位置する水田地帯で、温暖な気候を利用した施設園芸が古くから行われて
いましたが、台風等で仁淀川の水位が上昇すると排水樋門を閉じなければならず、毎年のように湛水被害が生じ
る自然条件のため施設園芸の拡大は限られていました。昭和56～62年に実施した湛水防除事業で排水条件が向上
した結果、施設園芸は拡大し、基盤整備の気運も高まって、平成4年からは県営ほ場整備事業を導入した区画整
理に着手しました。
　この結果、施設園芸は飛躍的に拡大していきましたが、水田がハウスになることで流出率が上がり再び湛水被
害が生じ始めたため、平成8～9年に湛水防除の２期事業を導入し排水ポンプの増設を行っています。
　これら一連の排水対策と基盤整備は、県内でも有数の施設園芸地帯「西畑」を支えています。

「西畑」地区の排水対策と基盤整備は、安心安全な農業振興を支えています

事業実施前（昭和50年撮影）

西畑排水機場

　　湛水被害の防止とともに発展してきた施設園芸地帯
　　　　　　－　湛水防除事業　高知市「西畑」地区　－

【受益面積】３１．８ｈａ
【事業工期】１期：昭和５６～６２年度　２期：平成８～９年度
【総事業費】１期：３８１，５００千円　２期：２６０，８００千円
【事業内容】１期：排水機φ700×2台　　２期：排水機φ900×1台

【関連事業】・県営ほ場整備事業（H4～H10）833,000千円
　　　　　　・農業構造改善事業（H9）　　 268,000千円 ﾊｳｽ団地8棟(1.7ha)

高知市春野町
西畑地区

事業完了後（平成17年）

排水機場

仁淀川

事業実施前の湛水状況（昭和57年）

事業実施前の湛水状況（昭和57年）国土画像情報（カラー空中写真）　国土交通省
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　湛水防除事業とほ場整備事業により基盤整備された農
地では、農業構造改善事業（８棟、１．７ｈａ）などによって、
施設園芸用のハウス面積が約１．８倍に拡大しています。

　旧春野町の園芸作物は県内で高いシェアを占めていま
す

○　排水対策と基盤整備の完了後は、ハウス面積が約１．８倍に増加し、認定農業者が５人から１５人に増えています。

基盤整備後に新設された近代化ハウス

平成３年

66%
9%

25%

平成１８年

28%

41%

11%

11%

6% 4%

水稲

施設キュウリ

施設メロン

施設トマト

施設パプリカ

施設ミョウガ

認定農業者　５人

ﾊｳｽ ： 8.7ha

H3

認定農業者　２５人

ﾊｳｽ ： 15.6ha

H18

整備後
約１．８倍

高知県の全国シェア 旧春野町の県内シェア
キュウリ ７位 １位
メロン － ２位
トマト － １位
パプリカ ２位 －
ミョウガ １位 ６位

メロン

キュウリ

今後の課題

　近年は、これまでにはなかった異常豪雨等により、河川高水位時の堤防法尻からの吹き上げ現象もあって、再び冠
水被害が発生しています。このため、堤防の補強など何らかの対策が必要となってきています。

　営農面では、ハウスの加温燃料である重油の高騰が、農家経営を圧迫している状況です。このため、燃料費が軽減
できるキュウリ、トマトへの移行が進んできていますが、今後とも対応を検討していく必要があります。
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　　　安心して農業に取り組める農村環境の整備
　　　－　県営ため池等整備事業　香南市「奥池・昭和池」地区　－

【受益面積】４５ha
【事業工期】平成８年度～平成１０年度（奥池：H8～H9　昭和池：H10）
【総事業費】２５３百万円（奥池：153百万円　昭和池：100百万円）
【堤体諸元】奥　池：堤高9m　堤長60m　堤体積9,200m3　貯水量25,000m3
　　　　　　昭和池：堤高5m　堤長22m　堤体積800m3　　貯水量13,000m3

　奥池・昭和池は高知県中東部の香南市野市町佐古地区にある農業用ため池ですが、築造から約６０年が経過して
老朽化が進み、堤体からの漏水が著しく堤頂部が陥没するなど、堤防決壊が危惧される状態となっていました。
　本事業を導入して、２つの池を抜本的に改修したことで、決壊した場合に被害が想定されていた下流区域（農地
５５ｈａ、人家１０１戸等）における住民生活の安全性が向上しました。
　安心して農業に取り組めるようになった農地では、用水不足も解消されたことで、収益性の高いニラ等の作付け
が増加して農業経営が向上しています。

老朽化したため池の整備により、安心して農業に取り組める環境が整っています。

香南市野市町
奥池・昭和池地区

「昭和池」（下流側の池 ： 改修後）

改修前の奥池（堤頂部の陥没）

「奥池」（上流側の池 ： 改修後）

被害対象

農地 61,430 千円

作物 139,070 千円

農業用施設 314,440 千円

公共施設 66,450 千円

家屋・その他 491,600 千円

計 1,072,990 千円

被害想定額

ため池下流側の受益地状況

【想定被害額】
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○　ため池改修後の農地では、収益性の高い営農が広がっています。

ため池の改修に伴い、漏水が解消され、取水施設が整備されて適正
な水管理が可能となったことで、用水不足の心配も少なくなりました。

・　改修後は収益性の高いニラの作付けが大幅に増加しています。

・　県下で耕作放棄地が増加しているなか、地区の放棄地は減少して
　　います。

ニラの作付け状況

作物名 平成９年 平成１８年

ニラ ６．４ｈａ １３．４ｈａ

耕作放棄地の状況

平成１２年 平成１７年

耕作放棄地 ８．１ｈａ ７．０ｈａ

露地のニラ栽培状況 ハウスのニラ栽培状況

南海地震対策（ハザードマップの作成）

　高知県では、近い将来、必ず起こる
南海地震に備え、自助・共助の取り組
みを進めています。

　農業基盤課では、農業用ため池の
『ため池氾濫危険地図（ハザードマッ
プ）』を作成し、ため池が決壊した場合
の影響範囲や到達速度などの情報を
住民に提供して、避難経路の確認な
ど、自主防災活動に役立ててもらう取
り組みを進めています。

　本地区でも、平成17年度にハザード
マップを作成し「西佐古自主防災組
織」などで話し合いが行われていま
す。

ため池氾濫危険地図 （香南市野市町 奥池）
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　地すべりは、地質的な要因に加え、その多くが地下水
の上昇に伴って発生します。
　そのため地すべり地帯は、地下水や湧水の豊富な地域
に多く、その豊富な湧水を利用した水田農業が、多くの
地すべり地域で営まれ、周辺には農業集落が形成されて
います。
　本山古田地区も、１級河川吉野川の右岸の山あいで、
棚田を築き、湧水を利用した水稲を中心として、農業を続
けている山間農業地帯です。

　　　　　安心して暮らせる農村環境の整備
　　　　　－　地すべり対策事業　本山町「本山古田」地区　－

【指定面積】１３２．５ha
【指定年月】昭和４９年２月
【１期対策】昭和４９年度～平成８年度
　　　　　　・事業費：５３７，６２８千円
　　　　　　・対策工：承排水路L=5,541m　排水ボーリングN=18ヶ所

　高知県の中央部から北部山間地にかけては、広く「破砕帯地すべり」地域に属しており、３省（国土交通省、農
林水産省、林野庁）合せて193ヵ所の地すべり指定地があります。そのうち農業基盤課が所管する指定地は55ヵ所と
なっています。
　本山古田地区は昭和49年に指定された地すべり地区で、平成8年までの23年間、１期対策工事が行われました。
　地すべり対策により安心して農業に取り組める環境を維持してきた結果、高齢化等によって農家数が減少するな
か、販売農家の経営耕地面積は10年前の数値を上回っているなど、集落活動は活性化しています。

地すべり対策工事で、地すべり地域の農業と農村は守られています。

本山町
本山古田地区

被害対象

農地 119,140 千円

作物 71,198 千円

農業用施設 19,760 千円

公共施設 383,050 千円

家屋・その他 640,000 千円

計 1,233,148 千円

被害想定額

【想定被害額】

吉野川

本山古田（指定面積：132.5ha）

国道439号

本山町役場

　地すべり活動が活発
化すると大災害に発展
します。　本地区の地
すべり対策により防止
している地すべり災害
の想定被害額は、右表
のとおりです。

この地図は、国土地理院長の承認を得て同院発行の数値地図25000
（地図画像）を複製したものである。（承認番号 平19総複第714号）

25



　本山古田地区の地すべり対策は、平成８年で１期対策を完
了していましたが、平成16年の相次ぐ台風上陸などで再び
地すべり活動活発化の兆候が見られたため、平成20年度よ
り２期対策に取り組む予定です。

　農業基盤課では、所管する地すべり指定地を、今後とも適
正に管理・点検していきます。

古田集落の世帯数と農家戸数
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○　地すべり対策の実施で、農業活動が維持されています。

○本山古田地区では、地すべり対策事業を実施することで、「安心して
　 農業を営み、住み続けられる農村環境づくり」に取り組んできました。

○１期対策完了後の1995年から2005年の10年間の統計データをみると
　 過疎化・高齢化等により、地区人口は町全体と同様に減少しています
　 が、農家数の減少率はかなり抑えられています。

○専業農家は2.5倍に増加しており、地区内で意欲的に農業に取り組む
　 農家が増えていることが伺えます。この中には、ＩターンやＵターンに
　 よる新規就農者も含まれています。

○専業化等を反映して、販売農家による経営耕地面積も、10年前と比べ
　 ると増加している状況です。

今後の課題：地すべり指定地の管理強化

地区 調査年 世帯数 増減率 人口 増減率 農家数 増減率 うち専業農家 増減率

1995年 43戸 100% 136人 100% 26戸 100% 4戸 100%

2000年 46戸 107% 139人 102% 27戸 104% 9戸 225%

2005年 45戸 105% 122人 90% 22戸 85% 10戸 250%

1995年 2,017戸 100% 4,868人 100% 446戸 100% 118戸 100%

2000年 1,996戸 99% 4,618人 95% 236戸 53% 62戸 53%

2005年 1,931戸 96% 4,266人 88% 198戸 44% 55戸 47%

本山町

古田

地区 調査年 田 畑 樹園地 耕地計 増減率

1995年 3,616 142 55 3,813 100%

2000年 4,063 165 69 4,297 113%

2005年 3,974 115 34 4,123 108%

1995年 22,191 3,574 1,080 26,845 100%

2000年 18,603 2,051 1,028 21,682 81%

2005年 17,253 1,416 641 19,310 72%

1995年 1,913,826 326,677 287,438 2,527,941 100%

2000年 1,625,602 246,563 239,151 2,111,316 84%

2005年 1,436,846 205,336 201,224 1,843,406 73%

高知県

古田

本山町

　本山古田地区の地
すべり対策は、地すべ
りの要因である地下水
排除を中心に実施して
きました。排水ボーリ
ング等で排除した地下
水は、整備された排水
路で速やかに地区外
へ排出するとともに、
耕作に必要な用水とし
ても有効利用されてい
ます。

階段式排水路

【経営耕地面積（販売農家）の推移：農林業センサス】

【世帯数・人口及び農家数の推移：国勢調査、農林業センサス】
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